様式第５号
様式第５号の別添様式

令和　　年　　月　　日

福岡市　　　　消防団長　様

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
入団願い
私は、福岡市消防団に入団したいと思いますので、令和　　年　　月　　日付を　もって、入団を認めて下さいますよう願います。

なお、私は現在、下記の事項に抵触しておらず、また、入団後に下記事項に抵触するに至った場合は、その事実発生日をもって退団することを申し添えるとともに、提供する個人情報に変更があった場合は、速やかに所属団の事務局へ報告いたします。 
記

○「福岡市消防団員の定員、任用、給与、分限、懲戒、服務等に関する条例」の
第３条第１項の資格を有しない。
○「福岡市消防団員の定員、任用、給与、分限、懲戒、服務等に関する条例」の
　第５条第１項の欠格条項に該当する。
○ 現在、暴力団員である、または、暴力団及びその関係者と密接な関係がある。

＊上記に該当すると入団できません。
＊暴力団（員）：「福岡市暴力団排除条例」の第２条により定義される団体及びその構成員をいう。

＊個人情報：氏名、住所、生業とする職務内容および勤務地、個人番号、電話番号、携帯電話の　　　メールアドレス等のこと。


	ふりがな
	
	年齢

	氏　　名
	　　　　　　　　　　　　　　　　
	歳

	生年月日
	昭和・平成・令和　　   年　　　　月　　　　日　　

	現 住 所
	（〒　　　－　　　　　）　　　　　　　　　　　　　※住民票の住所を記載すること


	連絡先

(TEL)

（携帯電話　　メールアドレス）

	（自宅）　　　　　　　　　　　

	
	（勤務先）

	
	（携帯電話：指令入電用）

	
	（携帯メールアドレス：指令通知用）

	過去の入団歴
	有・無
	有の場合
	市内・市外（　　市）
	昭和・平成・令和　　年 ～ 昭和・平成・令和　　年

	免許の種類
	　運転免許　　　取得年月日　　　　　年　　月　　日取得

該当する免許を○で囲んで下さい。
大型・中型・中型（8トン限定）・準中型・準中型（5トン限定）・普通

	
	　船舶（　　級）・その他（　　　　　）取得年月日　　　　年　　月　　日取得

	団員に親族がおられる方
	夫婦・兄弟（姉妹）・親子　（氏名　　　　　　　分団名　　　　　）
	続
柄
	

	職　　業

	　①農業　　　　　　　　②林業　　　　　　　③漁業

　④鉱業　　　　　　　　⑤建設業　　　　　　⑥製造業

⑦電気・ガス・熱供給・水道業　 ⑧運輸・通信業　　　⑨卸売・小売業・飲食店
　⑩金融・保険業　　　　⑪不動産業　　　　　⑫サービス業

⑬国家公務員（　　　　　　　　）例：裁判所事務官
⑭地方公務員（　　　　　　　　）例：福岡市職員
⑮特殊法人等公務員に準ずる職員（農協職員・漁協職員・その他　　　　　　　）
　⑯その他（　　　　　　　　　　　）　⑰日本郵政グループ職員

	就業形態別
	　被雇用者・役員・雇人のある業主・雇人のない業主・家族従事者・家族内職者・学生・その他

	現在，学生の方
	　大学・短大・専門学校・その他　（学校名　　　　　　　　　　　　年生）

	勤務先
	会社名　
住所（〒　　　－　　　　）　
　　　　　　市・郡　　　　　区・町　　　　丁目　　　　番　　　　号
　代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


消防団入団のきっかけを下記から選んでください。
	① 消防団から勧誘（分団長 ・ 親戚等 ・ 友人） 　② ポスターを見て 　③ テレビを見て
④ ホームページ・消防団員募集映像を見て　　⑤ その他（　　　　　　　　　　　　　　）


＊本人記載の住民票を添付すること。市外で消防団員歴がある場合は団歴証明を添付すること。
＊当該消防団の区域内に居住していない団員は、「在職証明」を添付すること。

＊個人情報については、消防団関係事務以外に使用することはありません。
	居住地
	勤務地
	通学



＜消防団員に関する入団資格及び欠格条項＞


「福岡市消防団員の定員、任用、給与、分限、懲戒、服務等に関する条例」





（資格）


第３条　消防団員（消防団長及び副団長を除く。）は、次に掲げる資格を有する者でなければならない。


(1)　当該消防団の区域内に居住し、勤務し、又は通学する者。ただし、水上消防団については、この限りでない。


(2)　年齢18歳以上65歳以下の者。ただし、最高年齢の制限は、班長以上の階級にある消防団員（以下「役付消防団員」という。）については、適用しない。


(3)　志操堅固で身体強健な者





（欠格条項）


第５条　次の各号のいずれかに該当する者は、消防団員となることができない。


(1)　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまでの者又はその執行を受けることがなくなるまでの者


(2)　第７条の規定により懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者


(3)　６月以上本市内の居住地又は勤務する場所を離れて生活する者





※すべての項目についてご記入ください。





詳細を記載してください。








※以下は事務局の記載事項（下記の入団区分について該当するもの一つに○を付けてください。）


例：東区に在住し、東区で勤務している場合、【居住地団員】となります。





団員に該当します。





上記の者は、








